
防災に関する世論調査 ～世論調査にみる防災意識の変化～

近年日本では震災や水害の被害が頻発化・激甚化しており防災に対する
世論、意識も大きく変化している。令和7（2025）年に実施された内閣府の
「防災に関する世論調査」ではその変化を示す結果が明らかになった。

資料：内閣府「令和7年防災に関する世論調査」より長谷工総合研究所作成

資料：内閣府「令和7年防災に関する世論調査」より長谷工総合研究所作成

〈調査期間前に起こった地震〉

大地震に備えての対策 表2

「自然災害が起こった時に被害を少なくするため、自助、

共助、公助のうち、どれに重点をおくべきか」という質

問に対する回答割合を時系列でみると、最も大きな変化

がみられたのは2011年の東日本大震災後に調査された

2013年12月調査であり、「公助」が24.9→8.3％、「バラ

ンス」が37.4→56.3％と大きく変化した。東日本大震災

を機に国民の防災意識が防災を単体に委ねるのではなく、

相互補完的に取り組むべきことであると変化したものと

考えられる。また、東日本大震災後、「自助」「共助」といっ

た自身と周辺居住者による助け合い意識が高まり、行政

機関への期待はあるものの身近な範囲での取り組みの重

要性をより強く感じるようになった 表1 。

数々の震災を通じ、自助意識の高まりがみられるが、「大

地震に備えての対策」についてほとんどの対策項目で比

率が上昇しており、特に「食品・飲料水・日用品・医薬品

を常備している」「家具・家電などを固定し、転倒・落下・

移動を防止している」など家庭内で実施できることのほか、

「近くの学校や公民館などの避難場所・避難経路を決め

ている」という対策も37％と高い比率を占めている。しか

し、その一方で減少傾向にあるとはいえ「特に対策は取っ

ていない」という回答も13.5％存在する。災害リスクが常

態化している現代、防災力の強化は自分自身のみならず、

周辺とのコミュニケーションの中で日常的に取り組むべ

き課題である  表2 。

【1】 変わる防災意識

【2】 日常生活に定着しつつある防災意識

調査実施　令和7（2025）年8月21日から9月28日 
・調査対象　全国の日本国籍を有する18歳以上　
　　　　　  3,000人 
・回答数　　1,707件（回答率56.9%） 

概　要

 「自然災害が起こった時に被害を少なくするため、
自助、共助、公助のうち、どれに重点をおくべきか」 
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7月28日に発生した熊本地震では、多くの方々が被害を受け
たと伝えられています。また8月13日に起こった集中豪雨により
千葉県でも甚大な被害を受けたと報道されており、一日でも早
い復旧・復興をお祈りするとともに、改めて防災について考えて
みたいと思います。
災害が頻発化・激甚化している昨今、私たちは「想定外の」とい

う言葉をよく耳にするようになりました。国立大学法人京都大学
防災研究所の畑山満則教授が提唱するデジタル時代の減災におい
ては「想定外を想定せよ」という視点が示されています。これは、
予め想定されていたことにとらわれることなく、目の前で起こっ
ている事態を自分で「見て」「判断」し「行動」することの大切さを
説いています。畑山教授が推進してきたスマホやLINEを駆使した

防災システムは非常に有効ですが、最も重要なのはその情報を使
いこなすことにあります。リアルタイムに流れてくる情報を地域
住民が共有し、いかに有効に使いこなせるかは、日頃からのコミュ
ニケーションの在り方が大きく影響を及ぼします。東日本大震災
のような「想定外」の災害を経て、国や行政による「公助」はもとより、
「自助」「共助」の重要性が強く認識されるようになりましたが、最
大限の自助・共助による防災体制の構築には、普段からの周辺住
民との防災情報の共有化とコミュニケーションが欠かせません。
また地域の特性を踏まえた対策・訓練の必要性も強く感じました。
毎年9月の防災の日を、「想定外を想定」し、改めて家庭内での備え
や周辺住民とのコミュニティの在り方・対策の再確認をする機会に
していきたいものです。
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前回調査と比較して
大きな変化のあった年に
網かけ
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食品・飲料水・日用品・医薬品を
常備している 10.8 23.3 21.8 19.1 18.6 25.6 36.0 33.4 46.6 45.7 40.8 46.1 

家具・家電などを固定し、
転倒・落下・移動を防止している 8.5 12.7 14.0 13.9 14.8 20.8 24.3 26.2 40.7 40.6 35.9 37.6 

近くの学校や公民館などの避難場所・
避難経路を決めている 15.5 20.6 21.4 21.4 16.7 28.7 33.5 34.2 29.7 38.8 34.5 37.0 

貴重品などをすぐ持ち出せるように
準備している 23.5 27.4 26.5 20.7 21.2 20.3 23.1 24.7 22.8 22.0 19.8 21.0 

家族の安否確認の方法などを決めている 9.7 16.1 16.5 14.8 12.8 19.3 25.6 25.7 20.9 22.5 14.9 15.1 
防災訓練に積極的に参加している 6.0 5.0 6.8 5.8 5.0 8.1 12.5 13.1 10.4 16.0 8.7 8.3 
非常持ち出し用衣類、毛布などを
準備している 14.3 12.9 11.0 9.5 11.0 14.3 14.5 18.4 15.2 7.0 7.3 

揺れを感知して電気を止める
感震ブレーカーを設置している 6.6 12.8 5.2 6.0 

自家用車の燃料を十分に補給する
ようにしている 15.8 14.1 20.4 23.1 

外出時には携帯電話やスマホなどの
予備電池を携帯している 13.2 16.2 15.9 18.6 

特に対策は取っていない 39.0 26.3 23.3 34.0 31.0 29.7 13.5 24.2 10.8 10.4 13.9 13.5 

国内の大地震
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